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はじめに

この小論は新しい巨視的分配理論を形成するための方法論的基礎づ、けについ

て考察することを目的としている。とりわけ，巨視的分配理論の理論構造を明

らかにしその発展の方向を探り，よりよい所得分配の決定要因をみつけるた

めに，需要理論的分配理論と供給理論的分配理論との綜合化が果たして可能で

あるか否かを考察することが目的である。

巨視的分配理論はある特定の類別基準によっていくつかの類型に分けること

ができるが，巨視的分配理論の理論構造という観点からみれば，需要理論的分

配理論と供給理論的分配理論の 2つに大別することができる。これらの分配理

論の考察にあたっては，それらの分配理論の基本的な接近方法と理論構造はど

のようなものであるか，また， 2つの分配理論の綜合化の基本的可能性は果た

して存在するか否か，存在するとすれば，どのような接近方法や理論構造に依

存する綜合化を考慮できるか，さらに，巨視的分配理論の今後の新しい発展方

向が一体どこにあり，これに伴う所得分配の決定要因は何であろうか，などを

検討する必要がある。

このような観点の下で，小論は次の内容から構成することができる。第E節

では，需要理論的分配理論の基本的な接近方法を検討し第E節では，供給理

(1) 最も基本的な類型は次の拙稿で示しているo tlH稿，「巨視的分配理論の本木構造 J.

i’z~；大経済論集』， ::tm巻， m l号， i91G1r/ J 1. 2G -s2頁。
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論的分配理論の基本的な接近方法を検討する。第百節では，巨視的分配理論の

発展の系譜における位置づけも考慮しながら，従来の代表的な巨視的分配理論

の文献においては小論の意味の綜合化がどのように試みられているか否かを総

括「l句な場合と若干の個別的な場合に分けて吟味し，検討する。第V節では，小

論の意味の綜合化に関する私見を試みる。第百節では，前節までに得られた結

論と残された問題点を明らかにする。

日 需要理論的分配理論の基本的な接近方法

まず最初に，問題意識にもとづいて需要理論的分配理論の性格やその理論構

造を分析するためには，この理論の基本的な接近方法を検討する必要がある。

この場合の接近方法については需要理論的分配理論が主として何を所得分配の

決定要因として考えているかに焦点を絞って検討する。

開放体系や封鎖体系の単純なモデ、ルで、は，大低の場合黙示的に経済構造は需

要構造に対応することを仮定している。所得分配の直接的な決定要因は巨視的

な総需要の流れで、あり，この需要の流れに対応する経済構造を需要理論的分配

(2）例えば， N.Kaldor, L. L. Pasinetti, W. Krelle, P. N. Rasmussen にみられる。

Kaldor, N., "Alternative Theories of Distribution", Review of Economic Studies, 

Vol. 23, 1955-1956, pp. 83-100. Pasinetti, L. L., "Rate of Profit and Income 

Distribution in Relation to the Rate of Economic Growth”， Review of Economic 

Studies, Vol. 29, 1962, pp. 267-279. Krclle, W., Verteilun玉＂｛stheorie,1962, ss. 126-

134, ss. lG0-164. Rasmussen, P. N., "On the Interrelations Between Growth and 

the Distribution of Income’： in Marchal, J. and Ducros, B. (ed.), The Distn・bz山・on
of National Income, 1968, pp. 511-531, especially pp. 526--527 

消費財・の方が投資財よりも多く生産されるときには，投資財需要は需要の流れだけ

で暗示できるほど所得分配を利潤に極めて有利にさせるか否かは疑問である。 Kaldor

の見解によれば，投資需要が大きいときには短期的に投資財価格（ないしは利潤率 π〕

だけを上昇させるが，相対的に多くの投資財が生産されないということは， Kaldor

の需要理論的分配モデ、ルが長期的観点でもなぜ妥当するかという理由になっている

(Kaldor, N., op. cit., p. 233.）。
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理論や供給理論的分配理論に関連させて考慮することができる。

需要理論的分配理論の基本的な接近方法を理解するために，政府部門と外国

部門を明示的に導入した次のモデ‘ルを構成することができるD

(1) Y=C（｝十CL十As十I十E-M

(2) Y=G+L十T

(3) G=C(}+S(} 

(4) L=CL十SL

(5) T=A＜；十D

(6) S=SG+SL 

(7) S=l+(E-M)-D 

ここで， Yは純国民所得（国民純生産，純社会生産物〉， Gは純利潤所得〈租

税を除外した純財産所得）， Lは純賃金所得， Tは租税（関税，保険料を含む〉，

CGは純利潤所得からなされる資本家の消費， CLは純賃金所得からなされる労

働者の消費， s（｝ は資本家の貯蓄， SLは労働者の貯蓄， Asは政府支出（移転支
出を含む）， Dは純財政投資と銀行の場合の債権増加から純信用借入れを差し

51し、たものとの和（政府の純貨幣資産〉であり， Eは輸出， Mは輸入， Sは民

間総貯蓄， Iは民間純投資である。

(1）式は純概念の支出国民所得を示す定義式で、あり，（2）式は純概念、の分配国民

所得を示す定義式である。（3）式は，純利潤所得の構成を示し，あるいは，資本

家の貯蓄の定義式で、ある。（4）式は，純賃金所得の構成を示し，労働者の貯蓄の

定義式である。（5）式は政府収入Tが政府支出 Asと政府の純貨幣資産Dとの和

に等しいという収支均衡式である。（6）式は民間総貯蓄の定義式で、ある。（7）式は

巨視的経済の均衡条件式で、ある。

このモデルは，式7，変数7 (CL, CG, G, L, SG, SL, S）であるから，

完全な体系が成立する。 Y,I, T, As, E, M, Dはすべてパラメーターであ

り，所与である。

貨幣賃金率と税率は外生（I守に所与であり，所与の生産設備の下で労働とその
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他の短期の可変的投入量との聞の代替の可能性が存在しないことを仮定すれ

ば，国民純生産の水準は純賃金所得と供給構造が既知であるときに決定される

ことは明らかである。労働者は単純な貯蓄画数 SL=sLLにもとづいて純賃金

所得Lから労働者の貯蓄性向 SL(l>sL>O）で貯蓄することを仮定すれば，（7)

式は（6）式を用いて次式のように書き換えることができる。

(s) s（｝十sLL=l-D十（E-M)
この式の右辺の経済諸量は所与の期間でその総計を実質国民所得のある特定

の額であらわすことは実際には困難である。純利潤所得ーからなされる貯蓄 SG

も一義的に決定され，しかも，この貯蓄は単純化のために純利潤Gの1次画数

S(}=S(}Gとみなされるから，純利潤は必然的に低下する。この点についてみれ

ば，貨幣賃金率は外生的に所与であるから，実質国民所得ないしは純社会生産
G G , (s) 

物には利潤と賃金との比率一ーと利潤分配率一一ーか含まれることになる。さらL y 

に，ある特定の支出の流れは巨視的には高い貯蓄の、流れと同じものであること

を意味する。また，純賃金所得からなされる貯蓄んが所与であれば，この支出

(3) 巨視的経済理論の下では，文献上 1つは「高次に集計された」変数をもっ理論であ

り，もう lつは需要理論ないしは循環理論であると理解することができる。 Ehrlicher,

W., ,,Ansatze zu einer makroるkonomischenTheorie der Marktformen", Jahrbiicher 

f俳 NationalOk:momieund Statistik, Bd. 178, 1965, ss. 298-300. 
(4) 短期では要素投入量が制限されるとし、う仮定は需要理論的分配理論の後近方法の仮

定ではなし、。要素投入量の価格比率に関する代替の可能性の下では，労働投入量は所

与の総産出量のときにも変化するから，従って，賃金所得は貨幣賃金率と総生産の水

準に依存するだけでなく供給される財の価格水準にも依存する。

(5) (8）式と So二 saGからGを求め， i市辺をLで除せば，賃金所得に対する利潤所f~J-の

比率1－が得られるO soは資本家の貯蓄性向である。
① G ＿！＿二D+(E-M)-sLL

L 一 soL

①式の日lj辺Iこすを呆じて右辺のYへ位2）忌

入すれば，利潤分配率予が得られる。

~ G I-D+(E-M)-sLL 
~ y一 （so-SL)L十soT+I-D+(E-M)

(6) 例えば，非自発的にはそのような賃金所得からなされる貯蓄は減少するかもしれな

し、。向水準の賃金所得はタイム・ラグを作って支Illされるからである。
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もある特定の純利潤所得だけからもたらされる貯蓄であることを意味する。

本来の需要理論的分配理論の接近方法は，この理論が分析する分配とこれに

対応する貯蓄性向から生じる貯蓄の流れが最終的に非消費支出の流れを示す条

件から生じるだけでなくこの需要の決定要因からも生じる場合に限り存在する

ものである。ことばをかえていえば，それ以外の要因から生じる分配の場合の

貯蓄の決定は不必要である。投資支出がこれと均衡する貯蓄水準で決定され，

この決定された投資支出が所得分配の決定要因となるときにも貯蓄の決定は不

必要である。この条件は少なくとも部分的に満たされるものである。ある特定

の分配の場合には，資本家と労働者がそれぞれの所得の大部分を貯蓄するとき

の決定は必然的にそれに対応する非消費支出の増加を誘発する。 J.M.Keynes 

の『一般理論』（1936年〉以来このことは根本的には殆ど明らかにされていな

いと考えても過言ではなし、。貯蓄は産出量の変動に伴う支出の流れに合流す

るのではなくて所与の産出量のときには分配の変動に伴って支出の流れに合

(7) この場合には方程式は，支出の流れが広範な画数を用いて説明できるとしても，や

はり Tautologyをあらわしているにすぎない。この点は，例えば， J.Lubbertが指

摘している。 Lubbertの見解によれば，外生的に所与の分配のときには投資比率をみ

つける需要理論的な方程式が適している (Lubbert, J., Untersuchungen zur Theorie 

der gesamtwirtschaftlichen Einkommensverteilung, 1964, ss. 138-139.）。 Sayのが：

則の条件と狭義に関連する投資支出のそのような支出は短期的には非現実的なもので

ある。

(8) 投資が所得分配に依存しないことは仮定していない。利潤分配率と投資比率の相互

関係は計量経済学的研究では容易に明らかにすることができない。 「投資比率は分配

を決定する」という Kaldorの単純な説明は重要であるが，この点については次の文

献が批判的に説明している。 Lめbert,J., a. a. 0., ss. 136-137. Atsumi, H.，“Mr. 

Kaldor’s Theory of Income Distribution”， Revie叩 ofEconomic Studies, Vol. 27, 

1959-1960, pp. 109-118. Krelle, W., a. a. 0., ss. 158-159. Rothschild, K. W., 

“Theme and Variations-Remarks on the Kaldorian Distribution Formula’＇， Kyklos, 

Vol. 18, 1965, ss. 652-669. Frey, B.…Kritische Bemerkungen zu Rothschilds 
Verteil ungsmodell“， Kyklos, Vol. 19, 1966, pp. 503-519. Moore, A. M.，“The 

Reformulation of the Kaldor Effect”p Economic Journal, Vol. 77, 1967, pp. 84-99. 
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流するわけである。それにも拘わらず，その接近方法は，例えば，与件が変化

するときの所得分配率を明示するが，この明示の仕方は不十分である。この問

題は何よりもまず不均衡状態が存在する場合の価格理論では周知のことであ

るO しかし不均衡状態が存在しない場合には役に立たなし、。例えば，需要理

論的分配モデ、ルで、は，所与の生産水準のときの分配決定式ないしは分配画数に

よれば，たとえ初期の高水準の投資が高水準の需要の流れ，従って，価格上昇

に関連して純利潤の方を純賃金よりも上昇させるとしても，また，分配画数が

事情いかんによっては真の均衡解を示すとしても，低い価格水準の下でも大き

な賃金分配率が存在する場合には，分配画数は殆ど現実を反映しないものとな

る。

需要理論的分配モデルでは所得分配率を決定することが重要である。このこ

とは分配画数の解で示される。この解を導くための最も本質的な前提の 1つ

は，合理的に選択された所得の範鴎で、ある。需要の流れは所得を機能的観点か

ら純粋の利潤とその他の要素所得に分配することに直接大きな影響を与える。

所与の生産水準の下で需要が増加すれば，価格上昇に伴って直接的な方法で

「意外な利潤」が増加し，これに対応して所得は純粋資本家と純粋労働者とに

(9）需要理論的分配モデルにおける不均衡状態は，例えば， A.M. Cartterのモデルで、

示されている。 Cartterは利潤に依存する 1次の投資画数にもとづいて所与の国民所

得の下では賃金分配率は利潤から得られる投資比率の上昇と消費性向の上昇につれて

上昇するとし、う結論を導いている。 Cartter,A. M., Theory of Wages and Em〆－
oyment, 1959, pp. 155-158. しかしこの投資画数と所与の生産の下では，高水準

の投資は大きな賃金分配率をもたらせる現実的な過程は考えられていない。この行動

式の場合にはどちらかといえばその過程が生じるから，この種の体系の解は不安定な

均衡状態を示している。

帥 Keynesはその著『貨幣論』においてこの種の分配を明らかにしている。 Keynes,

J. M., A Treatise on Money, 1930, p. 101, pp. 112-113. 

(11）拙稿の定義によれば，純粋資本家とは利潤所得だけを取得する資本家階級のことで

あり，純粋労働者とは賃金所得だけを取得する労働者階級のことである。拙稿， 「労

働者階級の財産所有と所得分配 （→j，『産業経済研究』，第10巻，第2号，昭和44年

8月， 1-55頁，特に25頁。



分配され，間接的にはおそらく要素市場それ自体の競争が機能的な賃金所得や

利子所得などを増加させるであろう。所得分配理論において選択された所得の

範鴎は因果分析には利用できないものである。このことは任意、の多くの所得の

範轄と支出の範鴎を導入して N.Kaldor分配モデ、ルを拡充すると同時にその

不合理な点を論証するために考察された J.Tobinの分配モデ、ルにあらわされ

ている。 Kaldorの基本的な分配モデ、ルの分配決定式ないしは分配画数には賃

金所得は明示的に導入されている。まず最初に， Kaldorは，例えば，所与の雇

用の下で賃金所得を決定するのに重要な役割を果たす労働組合の賃金政策が需

要理論的分配の意味をもつか否かを明らかにする。貨幣賃金率の水準は需要理

論的分配理論と供給理論的分配理論とを分析する際に中心的な役割を果たすこ

とができるから， Kaldorの分配モデ、ルの体系から貨幣賃金を除去することは

できなし、。また，供給理論的観点からみて余りにも高水準の利潤分配率が存在

するときに，利潤が供給構造的に適当な枠内であらわされるまで自動的に貨幣

賃金率が上昇するとしづ解釈が正しいならば，少なくとも需要の流れを用いて

所得分配それ自体を説明することはできても，所得分配の水準を説明すること

はできないであろう。

(12) 拙稿，，，EinUberblick iiber die Verteilungstheorie", Jahrbuch f俳 Sozialwissen-

schaft, Bd. II, 1977, ss. 29-71, insbesondere ss. 53-58. 

(13) 労働者（階級〉は今日の市場経済的な産業国家では相対的に小さな生産能力だけを

生産資本に関与させているから，大低の需要理論的分配理論の所得分配もそのような

分析には適していると考える。

(14} Tobin, ]., “Towards a General Kaldorian Theory of Distribution”， Review of 

Economic Studies, Vol. 27, 1954-1960, pp. 119-120. 

G 1 I SL 
G日 Kaldorの分配式は-v一二一ーマ一一一一ーである（Kaldor,N., op. cit., p・95.〕。

1 Sa一－sL 1 sa一－SL
分配決定要因で1つのある賃金所得を除去することは， Kaldorの場合には外国部「lj

と政府部門の拾象とならんでやはり貯蓄画数の仮定に投資画数 I二aYを導入するこ

とによって成功している。しかも，投資は一定の独立投資であると仮定されているか

ら，賃金所得は所与の総産出量（国民所得）と一定の貯蓄性向は需要理論的分配理論

に対して決定的な意義をもっている。
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理 供給理論的分配理論の基本的な接近方法

供給理論的分配理論の性格やその理論構造を分析するためには，やはりこの

理論の基本的な接近方法を検討する必要がある。この場合の接近方法について

もこの理論が主として何を所得分配の決定要因として考えているかを重点的に

検討する。

開放体系や封鎖体系の単純なモデルで、は，生産力関係や勢力という要因は，需

要理論的分配理論の接近方法の場合には所得分配に直接大きな影響を与えない

が，間接的にはそれらの要因は有効需要に影響を与え，ひいては所得分配に影

響を与えるものである。例えば，多くの論者の中でも特にE.Scheele, W. Krelle, 

M. Bronfenbrennerなどが考察している資本と労働との聞の代替関係を形成す

るような影響を与えるものであるO この影響は純粋な需要理論的分配理論にお

いて利潤分配率の下限に関する解釈が示される場合に存在するから，この点を

媒介として需要理論的分配理論の性格やその理論構造を供給理論的分配理論の

構成要素の一部分にすることができると考える。需要理論的分配理論の論者

によれば，供給理論的分配理論における所得分配の決定要因には，例えば，

Scheeleが「独占度」について説明していること，すなわち，「（平均的な） {!t1tl 

別経済の独占度は……体系が機能しなくなる場合を除いて巨視的には利潤（あ

るいは，資本利子〉が低下しではならない限界が示す副次的条件の役割を果た

。。 Scheele,E., ,,Angebots-und Nachfragepreisniveau in makroるkonomischenMod-
ell en“， in Henn, R. (hrsgふ OperationsResearch Verfahren, Bd. ]I, 1967, ss. 321-

335. Krelle, ＼九r.，“TheLaws of Income Distribution in the Short Run and in the 

Long Run. Aggregative Model’： in Marchal, J. and Ducros, B. (edsふ op.cit., 
pp. 413-438. Bronfenbrenner, M., Income Distribution Theory, 1971, pp. 142-150. 

拙稿， 「要素代替，技術進歩および所得分配」，富山大学日本海経済研究所，『研究年

報』， 5frn巻， 1977, 19731F-3月末日現在印刷中。

(17) Kaldor, N., op. cit., pp. 232-233 
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すにすぎないこf」があてはまる。このような需要理論的体系における副次的
条件が実際には平均的で事後的な巨視的分配を示すか否かに関しては論争が存

在している。これに対して，需要理論的な所得分配の決定要因はその所得分配

率をめぐる一時的な変動だけを問題としている場合が多し、。需要理論的分配理

論の基本的な接近方法が名目とみなされる完全雇用状態において利潤分配率の

下限だけを示すものであるとしても，綜合化した新しい巨視的分配理論を形成

するときには，需要理論的分配理論の接近方法は役に立つ構成要素として扱う

ことヵ：できる。

供給理論的分配理論の分析は何よりもまず，短期的考察の場合には大低の場

合生産物市場の分析からなされる。この分析では短期，あるいは，長期の社会

生産物の水準の下で、資本家が超過利潤を取得で、きる利潤と賃金との関係がどの

ような大きさで存在しなければならないかということが問題になるO この場合

に資本家は市場へ供給する産出量を実現するために必要な有効需要の水準をみ

つけることができるが，この有効需要の水準は所得分配それ自体にとっては重

要な存在条件ではない。

最も単純な短期の供給理論的分配理論は，生産物市場と要素市場に完全競争
ω） 

が支配し，資本家は利潤最大化を追求する場合に存在する。個別企業や集計的

な企業にとっては価格・供給画数は所与であり，これによってそのときどきの

社会生産物の水準で所得分配を理論的に容易に導くことができる。この場合，

(18) Scheele, E., Einkommensverteilung und lヰ1irtschaftswachstum,1965, s. 43. 

「投資匝l数は…純投資支出ないしはその変化によって決定される。投資画数の設定

にあたっては3つの問題領域：（a）物的資本ストックの意図した増大，（b）代替問題，（c)

投資の利子非弾力性，が生じる。」（Scheele,E., a. a. 0., s. 45.) (a）は資本ストック調

整原理に関連する。 Scheeleは利潤原理も加速度原理も考慮している（ss.46-52.）。

(1功 例えば， E Preiserの場合には，有効需要は所得分配の実現条件であるが，その存

在条件ではない。 Preiser,E., Wachstum und Einkommensverteilung, 1961, s. 23. 

側 Atsumi,H., op. cit., especially pp. 111-114. 

制 Bronfenbrenner,M., op. cit., pp. 120-171. Weintraub, S., An Approach to the 

Theory of Income Distribution, 1958, pp. 25-64. Niehans, ］.， 円DieWirkungen 
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利潤は短期にはレγティアー的性格のものであり，利潤の存在は巨視的に増加

する限界費用に左右される。この意味において，分配理論的議論はまったく生

産画数の形式や要素投入量価格に集約されるわけである。

フル・コスト原理の場合とこれにもとづく寡占理論や独占度理論の場合を検
ω 

討することは是非とも必要であるが，この検討は，費用の様式〈平均費用，限

界費用，硬直的あるいは伸縮的なマーク・アップ率など〉とその基礎を大低の

場合説明不可能な与件として認めなければならないから，分析上むずかしいこ

von Lohnerhi::ihungen, technischen Fortschritten, Steuern und Spargewohnheiten auf 

Preise, Produktion und Einkommensverteilung", in Schneider, E. (hrsgふ Einko-

mmensverteilung und technischer Fortschritt, 1959, ss. 9-94, insbesondere ss. 15 

-30. 拙稿，「新古典派分配論とケインズ派分配論の綜合化の可能性」，『富大経済論

集J，第19巻，第2号， 1973年11月， 1-22頁。
(22) Robinson, ]., Essays in the Theory of Economic Growth, 1962, p. 21, p. 39, pp. 

98-99. Kregel, J. A., Rate of Profit, Distribution and Growth, 1971, p. 181, p. 

186, p. 191. Weintraub, S., op. cit., pp. 46-49, pp. 60-61, pp. 92-93, p. 100. 

（お） フル・コスト原理と所得分配の相互関係は，例えば， Lubbert, Weintraubが考察

している。 Lubbert,]., a. a. 0., ss. 74-104. Weintraub, S., op. cit., pp. 69-71. 

独占度と所得分配の相互関係は，例えば， M.Kalecki, U. Gruber, E. Freiserが考察

している。 Kalecki,M.，“The Distribution of the Nationl Income”p in Kalecki, M., 

Essays in the Theoryザ EconomicFluctuations, 1939, pp. 13-41 ; Ditto, Theory 

of Economic Dynamics, 1954, pp. 11-69；宮崎義一，伊東光晴共訳，『経済変動の理

論』，昭和33年， 3-76頁。 Gruber,U., ,,Einkommensverteilung und Monopolgrad“， 

J ahrbiicher fiir National倣onomieund Statistik, Bd. 176, ss. 492-522. Freiser, 

E., a. a. 0., s. 23, s. 28. 

寡占と所得分配の相互関係は，例えば，百々和先生，『現代資本主義と寡占経済』，

昭和44年， 180-195頁，に優れた所説が展開されている。

寡占価格には不確実性があり，寡占的手詰まり（oligopolisticstalemate, oligopol-

istische Verlegenhei t）にもとづいて競争企業の反応をいかに予想しそれに対処す

るか一一一この場合， W. Fellnerの仮説と W.J. Baumolの仮説， P.M. Sweezyの

屈折需要曲線の仮説，共同利潤極大化仮説，カルテル，価格先導制， j~fJ記の参入阻止

価格と排除価格の仮説，売と高極大化仮説，参入障壁，非価格競争などの寡占理論が

ある。各文献は割愛している。一ーということが分析上むずかしい問題点となる。
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とである。費用分析の大きな問題は資本家（ないしは個別企業など〉が望むと

望まざるとに拘わらず市場が寡占的要素や独占的要素いかんによって決定され

る場合が生じるということである。例えば，部分分析の考察の際に一般に満足

のゆく解がみつけられないときには，価格・販売量曲線は巨視的な費用の流れ

と需要の流れとの間に相関関係があるために移動するから，巨視的観点からみ

て何らかの問題が生じる。これに関連してこの市場形態では所得分配に重要な

需要の弾力性をどのようにして決定するかとし寸問題が生じる。

供給理論的分配理論には，生産物市場の諸関係が明示的にあらわされてい

るが，それでもなお費用曲線の形状を和らげる要素市場の諸関係を明示的に考

慮することは可能であり，また，必要であるO 確かに労働市場における競争関
似）

係の多様性については看過されることが多し、。しかし，労働の供給が個々の資

本家にとって十分に弾力的で、あれば，労働市場問題を慣習的な手段に取り替え

ることができると思われる。

個別企業の集計的費用曲線は短期の考察に限って所与であるとみなされる

が，この曲線はまったく特定の社会生産物の水準と価格関係が存在するときの

生産要素の資本と労働の最適の組合せ（均衡投入量〉を示す固定資本設備に依

存する。長期の考察の場合には，資本は固定的な性格をもつであろうし社会

倒労働市場論については多くの文献がある。 Cartter,A. M., op. cit., pp. 95-133. 

Bronfenbrenner, M., op. cit., pp. 234ー266. 労働市場の構造論に関する基本的な文

献は， L.G. Reynolds, C. A. Meyers, C. Kerr, J. T. Dunlop, M. Segal, B. Kiilpの

ものを挙げることができる。 Reynolds,L. G., The Structure of Labor Market, 1951. 

Meyers, C. A.，“Labor Market Theory and Empirical Research’＇， in Dunlop, J. T. 

(ed.), The Theory of Wage Determination, 1957, pp. 317-326. Kerr, C.，“Labor 

Markets : Their Character and Consequences”， American Economic Review, Vol. 

40, 1950, pp. 382-415. Dunlop, J. T., Wage Determination Under Trade Unions, 

1944；桜林誠，宇田川車仁，石原孝一共訳，『団体交渉下の賃金決定』， 1956年。 Segal,

M.，“The Relation between Union Wage Impact and Market Structure’＇，Quarterly 

Journal of Economics, Vol. 78, 1964, pp. 96-114. Kiilp, B., Lohnbildung im 

Wechselsρiel zwischen politischen und wirtschaftlichen Kr ften, 1965, ss. 125-195. 
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生産物はそのときどきの最適の生産能力を示す生産画数の存在によって決定さ

れる要素投入量に依存するであろう。このような長期的変化を，例えば， S.

Weintraubは短期費用曲線の位置とその形状の変化によって明らかにしてい
働 側

るoこの場合，どうしても解きにくい決疑論に直ちに出合うことになる。適当

な出発点となる分析用具はし、まはむしろ Cobb-Douglas型の巨視的生産画数で

ある。この画数では短期費用曲線に影響を与えない長期的分配の3つの決定要
納

因，すなわち，資本量，労働量および生産関係が得られるからであるo 「独占

度」の取扱いについては，短期の価格理論を支持することはできないが，資本

設備の観点から生産能力の計画を立てる長期には産出量の計画を立てる短期の

場合に類似した解釈をすることができる。

N 需要理論的分配理論と供給理論的分配理論との綜合化

第E節と第E節において検討した2つの基本的な接近方法に関連して，この

節では，小論の意味の綜合化の可能性が存在するのか否か，存在するとすれ

ば，代表的な巨視的分配理論の文献ではどのように扱われているかを総括的な

場合と若干の個別的な場合に分けて吟味し，検討する必要がある。

1. 総括的な場合の綜合化の可能性

代表的な巨視的分配理論の文献において扱われている総括的な場合の綜合化

の可能性としては，次の少なくとも 5つの可能性が存在すると考える。

Kaldorは， 自己の分配理論が伝統的な分配理論に関連してどのように役立

つかを明確に把握するために，所得の分配現象を理論的に説明する接近方法を，

1つは，二者択一的なものとして，もう 1つは，競合的なものとして把握する

（扮 Weintraub,S., op. cit., pp. 80-85. 

(26) 決疑論（casuistry,Kasuistik）は社会的慣行や法律や教会・聖典の律法などに照し

て良心・義務の問題や道徳問題を解決しようとする学問である。

的拙稿，「分配理論としての巨視的限界生産力説（l)J，『富大経済論集J，第22巻，第

3号， 1977年3月， 96-126頁。



F
h
J
V
 

ω 
必要のあることを指摘している。これらの 2つの可能性の中で第1の可能性

は，ある接近方法がその仮定，その構造およびその帰結のいずれかにおいて論

理的に正しくないことに係わることである。それぞれの修正した把え方によれ

ば，形式的に誤ったモデルに対しては二者択一的なモデ、ルを提示することがで

きる。この非論理的な構成の可能性は広義では除外されたものとして成り立つ

べきことである。第2の可能性は，モデ、ルを他の種類の因果関係の異なった経

済状況において，あるいは，異なった考察期間において考察することができる

ことに関連している。この接近方法は正常な状況を比較的大きな興味のある期

間において現実的な仮定を用いて分析するという大きな意義をもっている。二

者択一的なモデルは，このモデ、ルを誤って解釈したり，過大に解釈するときに

限り，完全に誤っていると思われる。

これに対して，第3の綜合化の可能性は狭義における 1つの綜合化の可能性

である。この綜合化は，因果関係が所与であり，分析期間が同じ期間であると

きに経済状況が変化しなければ，所得分配を前述の2つの基本的な接近方法を

考慮して説明することができる場合に，あるいは，少なくとも 2つの基本的な

接近方法が同様な分配状況をまったく精確に説明することができる場合に存在

すべきことである。

第4の綜合化の可能性としては，所得分配の接近方法の最も広義における二

者択一的な意義を明らかにするために提示されている綜合化の可能性も存在す

るO 過少雇用のときには生産力の諸条件と市場の不完全性とが所得分配の決定
同

要因として重要であるのに対して，完全雇用と最大産出量のときには需要だけ

。8) Kaldor, N，“A Rejoinder to Mr. Atsumi and Professor Tobin”， Revie叩 of
Economic Studies, Vol. 27, 1960, pp. 121-123. 

(29) Scheele, E., a. a. 0., s. 2. Kaldor, N.，“A Model of Economic Growth’＇，Economic 

Journal, Vol. 67, 1957, pp. 591-624, especially p. 594. Kaldor, N. and Mirrlees, 

J. A., "A New Model of Economic Growth’＇， Review of Economic Studies, Vol. 29, 

1962, pp. 174-192. KaldorもScheeleも常に完全雇用状態を前提している。



が所得分配を決定するとし、う解釈が最も頻繁に用いられる。供給理論的な所得

分配率と需要理論的な所得分配率を過剰決定する過少雇用の場合の事後Ii＇）な分

配を達成するために，需要理論的な相互関係から付加的な水準を決定すること

ができる場合には，供給理論的な分配を十分に認めることに同意しなければな

らないが，既に強調したように，需要理論的分配モデルからも同様なことが生

じるから，供給理論的分配理論の基本的な接近方法の方が優れていると指摘す

ることはできなし、。さらに，需要の流れから導かれる分配が最大産出量のとき

のブーム期では通常供給理論的な分配と一致しないとし、う解釈にも同意するこ

とができる。同様に，需要理論的分配モデ、ルにおいて所得分配の決定要因とし

て生じる需要の流れが供給理論的な分配に依存すると解釈することもできる。

さらに拡大した解釈では，成長経済では需要理論的分配理論の基本的な接近

方法を選ばなければならないのに対して，定常経済では限界生産力の方法と市

場的勢力の方法が十分なものであると考えられている。その上，成長経済の場

合だけに生じる純投資は需要理論的分配理論の基本的な接近方法においてある

特定の立場を占め，利潤は度々供給理論的な尺度を高めることが認められると

しても，定常経済においてさえも所得に依存しない支出の流れ，例えば，政府

支出，租税，消費者信用などを考慮した定常的な生産水準の下で、貯蓄が供給構

造的観点からみて所与の分配から生じる水準を保つことは保証されてし、ないか

ら，定常経済にとっても需要理論的分配モデ、ルは余分なものになる。例えば，

限界生産力説論者と論争してきた多くの困難（資本の評価問題，経済主体の行

動に不確実性のあることなど〉があり， この困難の大部分は成長経済から生

じるものである。それにも拘わらず，限界生産力説の説明は少なくとも成長経．

(30) Krelle, W., a. a. 0., 1962, ss. 142-143. 

(31) Scheele, E., a. a. 0., s. 4, s. 6. 

このことは需要理論的な利潤所得が成長経済では供給理論的な利潤所得よりも’詣に

大きいということにもとづいている。この点は需要理論的分配理論のt＆近方法のあり

とあらゆる相互関係が存在することを意味する。
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済においても何らかの妥当性をもつことができるであろう。この場合にもここ

では資源の過少利用のみならず完全利用のとき所得分配にどのような影響を与

えるかを示す所得分配の増大を説明する 2つの対照的な接近方法がやはり存在

している。 1つは，供給理論家も供給理論的な分配が存在しないことを例外的

に認める経済状況が存在する場合に需要理論的分配理論の基本的な接近方法が

その説明だけに関連すれば，代替的な画数が需要理論的分配理論の基本的な接

近方法に導入されるであろう。この点は，長期の限界生産力説，すなわち，伝

統的な長期供給理論によれば，例えば，資本と労働との聞の代替の弾力性σが

存在しない場合（σ＝ 0）である。短期供給理論のモデルで、は，その点は資本

設備の最大生産能力が達成される場合にあてはまる。もう 1つは，供給理論的

分配理論の基本的な接近方法が純粋な勢力説の存在を無視するときには役立た

ないものであれば，供給理論的分配の理論的な存在それ自体は需要理論的分配

理論の基本的な接近方法が役に立たないことを論証できることにはならない。

論証するためには，予め付加的な需要の流れをやはり所得分配と貯蓄性向を用

いて明示しなければならないであろう。

Kaldorは，完全競争や 1次同次の生産画数などのような伝統的な理論の諸
（刈

仮定の一部分は現実には生じないことであるから，自己の接近方法は正しいで

あろうと確信している。同様に， R.M. Solowも需要理論の最も本質的な尺度

ω この場合には，需要理論的な相互関係が所得分配を明らかにする可能性はこの関係
と競合する接近方法との綜合化が可能であることを意味する。この点は，例えば，次

の文献にみられる。 Samuelson, P. A. and Modigliani, F., "The Pasinetti Paradox 

in Neoclassical and More General Models”， ReviewザEconomicStudies, Vol. 33, 

1966, pp. 269-301, especially p. 293. なお，註（21）の拙稿，前掲論文， 1973年11月，

もこの意味の綜合化の可能性を試みている。

側 この場合には，労働の限界生産物は存在しない。 Krelleの見解によれば，この場合

にも需要理論的な相互関係だけが所得分配を決定することになる。 Krelle,W勺 a.a. 

0., 1962, s. 172. 

倒 Kaldor,N.，“A Rejoinder to Mr. Findlay'', Review of Economic Studies, Vol. 27, 

1959-1960, pp. 179-181, especially p. 179. 



が経済に内在する不確実性と寡占の市場構造の下では利潤最大化原理はもはや

資本家の市場行動の特色をあらわすものではないとし、う意味で伝統的な理論と
。功

は異なった仮定を必要とするであろうと考える。これに関連して，一方では，

この接近方法の重要性は事情次第で余りにも広く限定されている。投資やその

他の支出，すなわち，市場を通じて得られる所得から生じる消費を意味しない

支出が事前的に所与の自発的貯蓄や需要理論的分配理論特有の意義をもっ唯一

の根本的な仮定に依存しない場合が存在するが，この伝統的な仮定は当面の場

合でさえも完全に除外することはできなし、。他方では，とりわけ事後的な所得

分配に対して役立つ経済的意味のある供給理論的分配モデルを形成するために

は，その伝統的な仮定は不必要なものになる。

最後に第5の綜合化の可能性としては，いろいろな分配モデ、ルの中のあるモ

デ、ルが短期的な所得分配を説明で、きるか否か，また，他のモデ‘ルが長期的な所

得分配を説明できるか否かを考察するところに存在する。例えば， E.Freiser 

によれば，「構造的な独占度」（”strukturellerMonopolgrad“〉は何よりもまず

所得分配の長期的決定要因であるが，これに対して需要の決定はこの独占度を

短期的に低下させるものである。このこととは逆に， Kaldorは自己の需要モ

デ、ルを長期分析に用いたし、と考えるが， Kaldorは短期的に独占度と他の供給

理論的な所得分配の決定要因にこそ本質的な意義をもたせることを議論してい

る。従来の短期分析によれば，長期的な分配を説明するために必要な接近方法

の重要性については何も説明することはできないが，短期的な分配モデルには

(35) Solow, R. M.，“Distribution in the Long and Short Run”， in Marchal, J. and 

Ducros, B. (edsふop.cit., pp. 446-466, especially p. 451. 

側 この場合の綜合化の可能性を最も明確に説明しているのは Kromphardtである。

Kromphardt, ]., ,,Kosten-und Preisanpassungsverhalten der Unternehmer und 

Einkommensverteil ungバ， Ze；・tschηρfiir Sozialwissenschaj予， Bd.124, 1968, SS. 498 

-540, SS. 697-740. 

。司 Preiser,E., a. a. 0., s. 27. 

側 Kaldor,N., op. cit., 1955-1956, pp. 88-100. 



2つのモデ、ルが含まれていなければならないことはまったく明らかなことであ

る。この意味において，このような見方も根本的には殆ど存在していない。

ある特定の経済状況における所得分配を説明するために2つの接近方法の中の

1つだけを用いるときには，少なくとも 5つの理由が存在する。これらの理由

は論証されていなし、。供給理論的分配理論の仮定，例えば，完全競争，最大生

産能力のときの産出量，制限的な生産要素や生産画数の存在，一定の代替の弾

力性などの仮定の下では，需要理論的な相互関係だけが所得分配を明らかにす

ることができるとしづ解釈については議論の余地はない。供給理論的分配理論

の存在だけが需要理論的な相互関係を必要としないという逆の結論はどうして

も認めることができない。さらに，巨視的経済に関する第1の仮定は，個別企

業を考察する場合と同様にありそうもない仮定となる。

2. 若干の個別的な場合の綜合化の可能性

次に，巨視的分配理論の代表的な文献において既述の 2つの接近方法の綜合

化がどのように試みられているかを若干の個別的な場合で吟味し，検討する必

要がある。 この意味の綜合化を試みた分配理論としては， R. Findlay, C. E. 

Ferguson_, K. ＼九T.Rothschild, A. Stobbe, E. Preiser, W. Krelle, L. E. Gallaway, 
白骨

M. W. Reder, J. Niehansの9つの分配理論を挙げることができる。これらの

側 Findlav,R.，“Economic Growth and Distributive Shares'', Reviewザ Economic

Studies, Vol. 27, 1959-1960. pp. 167-178. Ferguson, C. E., "Theories of Distri-

bution and Relative Shares", Jahrbucher fur NationalOkonomie und Statistik, Bd. 

176, 1964, ss. 23-37. Rothschild, K. W., "Different Approaches in Distribution 

Theory", Kyklos, Vol. 24, 1971, pp. 13ー15. Stobbe, A., Untersuchungen zur 

makrookonornischen Theorie der Einkommensverteilung, 1962, ss. 70-76. Freiser, 

E., a. a. 0., ss. 23ー28. Krelle, W., a. a. 0., 1968, ss. 126-191. Gallaway, L. 

E., ''The Theory of Relative Shares", Quarterly Journal of Economy, Vol. 78, 1964, 

pp. 574-591. Reder, M. W.，“Alternative Theories of Labor’s Share円， inAbra-

mowitz, M., Alchian, A. et al (eds.), The Allocation of Economic Resources. Essays 

in Hono1・ofB. F. Haley, 1959, pp. 180一以前． Niehans, ]., a. a. 0., ss. 15--.'30. 
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分配モデ、ルは，過剰決定であるか，生産理論的な接近方法だけを所得分配の説

明として成立させるかのどちらかであるから，それらの 9つの分配モデ、ルは綜

合化の可能性を暗示し，それに成功しているが，まだ真の綜合化された分配モ

デ、ルとして成立することができなし北、くつかの間題点を残していると考えるO

(1) このことをまず最初に Findlayの分配モデ、ルを用いて明らかにしなけれ

ばならない。 Findlayは，「相対的な分配率に影響を与える主要な変数として投

資比率を強調する Kaldor氏の巨視的接近方法と要素比率と生産画数によって

論究する Hicks教授の新古典派的接近方法とを綜合化する」という目的を設

定する。

Findlayは単純化のために次の仮定を設ける。① 政府の経済活動を捨象し

た封鎖体系である。② 完全雇用の労働量Lと所与の資本量Kが存在する経済

を想定する。① この経済では資本財と消費財だけの 2つの財だけが生産され

る。 2つの財の区別は明確であり，実質所得の成長において消費財の在庫投資

は生じないことを明示している。④ 資本と労働の 2つの同次的な生産要素が

存在する。これらの要素の報酬には貨幣賃金率と利子率（ないしは利子率〉の

2つの価格が存在する。所得の範曙は賃金所得と利潤所得〈ないしは利子所

得〉の2つの所得に区別されている。本来の意味の利潤，あるいは，意外の利

潤は存在しない。経済には完全競争が支配する。① 資本財の生産は生産要素

の資本の増大を意味する。単純化のために，補填投資は無視されている。①

考察期間中に生産された資本財は直ぐ次の期間の生産のために用いられる。⑦

2つの財の生産では収穫不変が支配し， 2つの生産要素に関する収穫法則が成

附 StobbeとPreiserの場合，所与の国民所得の下で2つの二者択一的な所得分配を

対照させているのこの過剰決定については拙稿でコメントしている。拙稿， 「巨視的

分配理論の性格と類型 ←）」，『産業経済研究』，第10巻，第1号，昭和44年5月， 25

-68頁，特に， 49-50頁， 66頁。

帥 Fergusonの分配モデルは綜合化された静学モデ、ル（anintegrated static model) 

であるが，根本的には Findlayの分配モデルと同じ性格のものである。

(42) Findlay, R., op. cit., p. 170. 
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立する。③ 潜在的な労働力の増加は期間から期間まで外生的に決定される。

① 各期に存在する資本量と労働量の供給は完全に非弾力的である。⑪所与

の要素価格比率の下で最適費用を実現している資本財産業の生産は消費財産業

の生産よりも資本集約的である。⑪ 資本財と消費財のそれぞれの生産画数は

所与かつ一定である。すなわち，技術進歩は存在しない。 ⑫人口の増加は考

慮しない。

このような仮定の下で考察期間の第1期では所与の資本量と労働量にもと

づし、て資本財の産出量 Oxと消費財の産出量Ocの変換曲線が導かれる。この

変換曲線，あるいは，生産可能性曲線TTは原点に対して凹状である。原点か

ーハら点Rへベクト時引けば， ORの勾配は万；－vこなるo また， π 曲線上の点

Rの接続UU'（これは勾配子一要素価格比率ーの価格線である。〉を引けば，

接線 UU＇は資本財表示の産出量 OUと消費財表示の産出量 OU＇を決定し，

T 

。 a~ 
p 

第 1 図

一一241－ー
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2つの財で表示された国民所得を決定することになる。点Rは資本財の均衡産

出量 (jpと消費財の均衡産出量 OQを決定する均衡点である。従って，投資
I OP 

比率ー はでごナとし、う比率で示される。
y OQ 

Findlayは次のように定式化する。

I＝πOx (9) 

ω Y=lOc十n:Ox
肌（10）式から投資比率すが得られるo

I n:Ox 1 1 
Y - lOc＋πOx - l Oc -

一一一一万 十 1 fー冗一十 1
π VK  tノK

I Oc ( l ¥ 
(11）式におし、て一 一－ r( ＝一一）が変動する方向は一致してし、郎、。

Y ’ OK ’＼ π ／ 

投資Iは在庫投資を含まない資本財の増加であると定義されている。

）
 

4
E
E
A
 

4
E
E品（
 

そこで，投資比率と 2つの生産要素の増加率が決定されるとき，しかも，技

術進歩が存在しないとき，完全競争と 2つの生産要素の完全利用としづ条件の

下で，所得分配率が長期的にみてどのように変動するであろうかが問題とな

る。このことは需要理論的分配理論と供給理論的分配理論との綜合化を試みた
(4時

Findlay自身の図解を用いて明らかにすることができる0 (1拭の投資比率十

の構成要素によれば， Findlayの分配モデ、ルには Kaldorの分配モデ、ルとは異

なった価格体系が作用している。競争市場の価格機構が2つの均衡条件-!r= 
S S G I ハ A

--y---（アは初期条件γ から決定されるo) とγ ＝子を満たすならば，
I S ゃー」 I OK 

次の価格体系が作用する。均衡条件一一一＝一ーか成止するとき，①一一＞一一y y y y 

ならば，資本財の超過需要と消費財の超過供給が生じて，要素価格比率－＆－は

上昇し， 2つの財の産出量比率会は低下するo従って，十＝字となるo

②ーすく争ならば，；の低下ときの上昇の結果，ート字となるo

次に，資本財の産出量 OPの増加につれて ORが下方へ回転し，従って，

附 Findlay, R., op. cit., p. 176, pp. 171-174. 176頁の第3図は読み易いように書き

itー｛している。
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2ιが低下するときには，資本財表示の国民所得OUは減少する。要素価格比
VK  

I F』

率 rは時間の経過につれて変動するから，同じ水準のγ は同じ水準の誌で、
I Oc ~ -

あらわされないことを意味する。従って， yーは万五7の低下につれて上昇する

(d（よ）／d（判＝－r{r生＋i｝三0) A期の生とともに産出量的¥ Y / ¥ Ox) l K f 0 7 Ox 

期の，従って， 〈補填投資によれば〉次期の資本量となる資本財を与える。次

期の労働供給量は一定とみなされるから，所与の国民所得と所与の財の価格の

下では次期の投資比率を決定し，最新の期間における巨視的な要素投入量を決

定する。これらの投入量に新しい変換曲線が対応する。労働供給量が減少して

いかないときには，変換曲線はさらに右へ位置し，もとの曲線と交わらない。

労働供給量と資本量が同じ比率で増加していくときには，新しい変換曲線に平

行である。この方法によれば，要素価格比率 fが所与であるときには，ある変

換曲線はその他の変換曲線から説明することができる。

今期において投資比率土は（1試が示すように産出量比率三ιに逆比例して
Y Ux 

Oc I 
し、る。資本財が生産されるときには，スー＝ 0となり，つ－；：－＝ 1となる。資本

I vx Oc .r 
財だけが生産されるときには，一一一 Oとなり 一一一∞となる。この相互関Y - ' Ox 

係は第2図の第1象限で示すことができる。この関係を示す曲線の形状は変換
I Oc 

曲線の形状に依存する。この曲線は一一軸と交わり，一一軸に対する漸近線でy u 
－ハf I 

描かれる。この曲線は一ーの均衡化作用によって均衡し十一土＝ーーのときの-y y 
I Oc xιの大きさをあらわしているが と ーとの相互関係は資本量と労働量

Ox ’ Y Ox 

の完全利用のときには負であることは明らかである。

第2象限は，要素投入量比率が資本の限界生産物と労働の限界生産物に応じ

て支払われるという限界生産力原理の下で成立する所与の要素価格比率一十

ハ
( = r）と産出量比率万？との相互関係をあらわしているo Findlayの仮定で
は，消費財の生産は常に資本財の生産よりも労働集約的であるから，限界生産

力説から周知のように_l_は総生産物 OP十OQに占める消費財の産出量 δQ
π 

制 第l図では点Rにおける変換曲線TTの接線UU＇と点 R’における変換曲線 T1T1
の接線U1Ui'が平行であり，それらの勾配は一？である。
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の割合が増加するにつれて上昇する。従って，第2象限の相互関係を示す曲線

はーと蜘こ対する左上りの漸近線で描かれるo

♀♀ 
Ox 

÷←一手）

第 2 図 L

一G
このような相互関係を用いて Findlayは所得分配を限界生産力説的な接近方

法で説明している。所得分配は第1,2, 3象限の相互関係から説明されるとし

ても，これだけでは不明確な説明である。そのために，第4象限の相互関係が必

要tこなってくるo 第4象限は，巨視的経済の平均貯蓄性向手と利潤所得Gに
L 

対する賃金所得Lの比率一一一，すなわち，所得分配との相互関係をあらわして
G 

いる。十viKaldorの分配モデルから導入された貯蓄画数也）から得られるも

のである。 Kaldorの分配モデ、ルからは国民所得の分配定義式ωと巨視的経済
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の均衡条件式凶が導入されている。

（四） 手＝SL十 （sG-SL)+,  1 >sG＞勾＞O
(13) Y=G+L 

(14) I= S 

L G S ω式において， τ＝0のとき，（蹴からγ ＝1となり，す＝SGとなる。
L ‘ G 所与の SGと SLの下でーーの上昇，すなわち利潤分配率一一一の低下につれて

一 一 G ’ y S r~ S 
ー竺ーは低下する。」乙＝ 0のとき 一一＝SL となる。従って，第4象限の相

Y ’ Y 
互関係を示す曲線は一軸とい値で交わり，賃金分配率すとともに低

s 
’ Y 

下し直線す＝SLkこ対する左下りの漸近線で描かれる。この第4象限におい

て代表的な需要理論的分配理論である Kaldorの分配モデ、ルと供給理論的分配

理論である限界生産力説的な分配モデルとの綜合化が試みられていることに注

目しなければならない。

このような Findlayの「綜合化を試みた分配モデ、ル」の体系は，式5 ((9), 

側， ω，ω，凶式〉と変数5 (Oc, Ox, S, G, L）から構成され，完全な体
系が成立する。 Y,SG, SL, I' J，πはすべてパラメーターであり，所与であ

る。

この体系では，今期の所与の労働量と資本量の下で投資比率↓から決定さ

れた産出量比率告が要素価格比率ートら決定されたまに対応しなけ；れば

ならないという条件や最適の要素価格比率から決定された賃金分配率三十は

すから決定された子に等しくなければならないという条件を通じてすと
〉ム

闘

すが決定されることになるo

しかし変換曲線は移動するから，最新の期間では第1,2' 3象限の曲線の

ω 要素価格比率fはここでは外生的に所与であるとみなされる。しかし時間選好画
数の導入によって fはこの画数と変換曲線の無差別曲線に言及しなければならないと

いう条件，ないしは， 2つの変換曲線の接線の勾配はともにfに等しくなければなら

ないとし、う条件から決定されるものである。
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経済的意味は変わってくる。これらの曲線の形状は直接的間接的に変換曲線の

形状に依存するからであるo資本と労働が同じ比率で増加するときには，手，
l Oc L ,__._. 
一一一一一ーはし、ずれも一定である。
Ox ’ Y 

ここで問題となるのは，第 1,2' 3象限の各曲線の形状が望ましいだけ自由

に投入される要素投入量比率によってどのように変化するかを立証することで

ある。人口の増加は考慮しないと仮定しているから，労働・資本比率（資本集

約度の逆数〉の変化は任意である。この比率を Findlayは低下すると仮定す

る。この比率の変動につれて第3象限の直線の新しい形状が決定される。この

ことは要素価格比率ーしがし、ずれにしても変動するであろうという意味の立
π 

証であることに注意すべきであるo 第2象限の曲線の形状については，÷の
I Oc 

変動が重要な要因になるo(ll）式によれば，yーと万五7との相互関係は一五ーに依存

するからである。 「労働・資本比率が不変のままであれば， 2つの期間の変換
ハ F

曲線に対する接線は平行であるから，同じ水準の__'__Qーが同じ水準の＿＿＿！＿を意、味-Ox 

するであろう。…そしてγ・・完全競争の下では，商品の相対価格は生産の限界代

替率に等しい。」このことは第1図から明らかなことである。労働・資本比率が

低下するときには，消費財の産出量よりも投資財の産出量が増加するから，変換

曲線の形状は水平になる。要素価格比率が不変であるときには，消費財の産出量

絶対的叩下し，きは低下するであろう o 従って，投資比率は上昇するであ

ろう。 ζιが一定で、あるときには，要素価格比率は上昇しなければならないか
VK  

ら，投資比率は低下するであろう。資本と労働のそれぞれの非弾力的な供給量

が減少し，従って，労働量が相対的に不足していくときには，会ιは要素価格
VK  

比率を上昇させるであろう。このことが第2象限の曲線の形状を決定するO 労
- L 

働・資本比率に関連して要素価格比率と所得分配一ーが第3象限の直線の勾配
G 

を決定するO 第4象限に描かれた曲線の形状は貯蓄性向が一定である限り不変

である。

位。 Findlay,R., op. cit., p. 174. 
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変数の均衡値は第1期の場合と同様にして決定される。第2図において，今
s 

期の－f;ーが決定されると，価格機構が作用して今期の v--Cこれを s，とする。〉
に等よすが誘発されるo均衡条件一一ーが成立したとき，今期のな

I OK 
－~ y - y 

〈これを f31とする。〉と今期の＿＿±＿ cこれを 71とする。〉が決定される。今期
π 

の投資は次期の資本蓄積になるとすれば，次期の労働量が労働人口から決定さ

れ，次期の労働・資本比率が決定される。第3象限の直線かられによって次

期のーさ－（これれ2とするo）が決定され］び次期の手 Cs2 とするo)

に等い、すが誘発されるo以下同様な循環が繰り返えされて各期毎の資本蓄

積と所得分配合伽しは利潤分配率と賃金分配率〉カ：決定されることtこ

るO

このような分配過程と成長過程のメカニズムにおいて，投資比率が所与であ
Oc l 

るときには，第 l,2' 3象限の相互関係から順次万玉と－－－－－；－－が決定され，従っ

て，限界生産力説的な所得分配が決定される。そして，第4象限の相互関係か

ら需要理論的な所得分配が決定されることになる。第2図では，所得分配は事

情いかんによって任意の投資比率に等しくなることが示される。この場合，独

立投資画数を導入すれば，所得分配と投資比率の均衡はまったく偶然なことか

ら生じることも示すことができる。この矛盾を避けるために Findlayは第4象

限の相互関係を 1期間だけのタイム・ラグで成立させることを考慮している。

この点は Kaldorの投資画数ないしは貯蓄画数とは異なっている。

Kaldorの需要理論的分配モデルの本質的な特色である所与の投資比率が利

潤分配率と賃金分配率の決定要因であることと人口の増加が投資比率，従って，

国民所得の成長率や賃金分配率に与える影響は， Findlayの分配モデルにも含

まれている。 Findlayモデルは2つの財の生産画数から決定される変換曲線の

形状における分配過程と成長過程の実物的側面と技術的側面を示している。

的 「このことはもちろん変数聞の 1つの同時的関係の代りに1つのラグのある関係を

仮定することによって Kaldor氏の（貯蓄）画数と異なっているにすぎない。」

(Findlay, R., op. cit., p. 177.) ( 〉内は筆者。
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Kaldorの需要理論的分配モデ、ルと Findlayの綜合化を試みた分配モデ、ルの

I 守 一守

重要な相違点は，所与の－ーか Kaldorモアルにとっては一定の利潤分配率y 
-" . I 守血 G 一ーを意味し， Findlayモアルでは所与の一ーか任日の一ーの値に等しいことy I】、 Y

を意味するという点にあるO 「この相違は，我々のモデ、ル（Findlayモデ、ル〉て

は千は外生的変数であるのに Ka伽氏は所得の分配であらわした手の明
（崎晶

示的な画数をもっていると理解するならば， 多分説明されるであろう。」もう

1つの相違点は技術の把え方にある。Kaldorモデ、ルは技術を外生的に所与の労

働・資本比率に求めるのに対して， Findlayモデルは資本財産業と消費財産業

の各期毎の最適技術を求めている。この点からみて FindlayはKaldorモデ、ル

が新古典派的「限界生産力説」の 1つの特殊型であると批判する。

Kaldorモデ、ルと比較した場合のFindlayモデ、ルの長所は，各期における各産

業の最適技術が分配率の変化につれて変化しない外生的に所与の資本・産出量

比率の形式，従って，相対的な要素価格の形式であらわされるモデ、ルそれ自体

I L 
によって決定されること，一一ーを独立変数一ーを従属変数とみなすのではな

Y ’ G 
I L 蜘）

くてーーも一ーも互いにモデ、ルの体系の一部分として決定されること，にある。
y G 

これらの長所の中に代替原理と限界収入法則が貨幣的総需要の理論と綜合化さ

れていることを指摘することができるO

Findlayの分配モデルには残念ながら若干の問題点が残されているO

まず第1に，今期の所得の支出計画が今期の投資計画に直面し，第4象限の

相互関係が成立するときには，なぜ利潤分配率と賃金分配率の2つの機能的な

所得分配率が自動的に一致しなければならないのか，また， 2つの分配率が一

致しないときには，所得分配が2つの競合的な所得分配率の間のどの値でいか

にして生じるのか，を明示することはできなし、。 Findlayの考察ではこの問題

点はまだ解明されていなし、。 〈未完〉

。
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